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●業務棚卸表　整理表（２１の目的別）

総合計画に掲げられた２１の目的 課名 係名 シートNo. ページ

1
自主的な参画による市民活動組織が生まれ、多様な市民
活動が行われる社会の実現

地域支援課 地域振興係 1/2 6

2
互いの文化や習慣の違いを尊重し、誰もが安心して暮らせ
る社会の実現

地域支援課 多文化共生係 1/1 7

3
男女が個人として尊重され、ともに能力の発揮できる社会
の実現

企画政策課 企画係 2/8 8

4
市民と行政が深い信頼関係で結ばれており、多様なニー
ズに対応できる自治体の構築

総務課 行財政改革係 1/1 9

企画政策課 秘書情報係 1/7 10

企画政策課 秘書情報係 2/7 11

5
子ども、高齢者、障害者など誰もが地域社会において安心
していきいきと暮らすことができる社会の実現

福祉課 社会福祉係 1/2 12

福祉課 社会福祉係 2/2 13

福祉課 障害者福祉係 1/1 14

健康長寿課 健康増進係 1/1 15

健康長寿課 高齢者福祉・包括支援係 1/1 16

健康長寿課 介護保険係 1/1 17

こどもみらい課 子育て支援・子育て相談係 1/1 18

6 「確かな学力と思いやりに満ちた学校づくり」を実現する
学校教育課
教育総務課

1/1 19

給食センター 庶務管理係 1/1 20

7
健康で豊かな心を育み、市民一人ひとりが生きがいを持っ
て生活できる社会の実現

社会教育課 スポーツ振興係 1/1 21

社会教育課 社会教育係 1/3 22

社会教育課 社会教育係 2/3 23

社会教育課 社会教育係 3/3 24

社会教育課 文化振興係 1/1 25

8
市民の主体的な学習意欲に応え、市民が心豊かで充実し
た人生を送ることができる社会の実現

菊川文庫・小笠図書館 1/1 26

9
「きれいな空気、清らかな川、静かなまち」など良い環境が
保たれている社会の実現

下水道室 事業・庶務係 1/1 27

農林課 農業係 2/3 28

農林課 農業係 3/3 29

10
環境への負荷の少ない持続的発展が可能な循環型社会
の実現

環境推進課 環境推進・環境政策係 1/1 30

11
農地生産基盤の整備を行うとともに、次世代農業を進め、安心・
安全な生産を行い、消費者から信頼される産地づくりの実現

農林課 農業係 1/3 31

農林課 土地改良係 1/1 32

茶業振興室 茶業振興係 1/1 33

12 市内に魅力と活気がある商店街があふれている状態 商工観光課 商工係 1/3 34
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●業務棚卸表　整理表（２１の目的別）

総合計画に掲げられた２１の目的 課名 係名 シートNo. ページ

13
企業誘致・新産業創出など工業が発展し、市内経済の安
定と活性化が図られる社会の実現

商工観光課 商工係 2/3 35

14 観光交流が持続的に拡大する魅力ある地域の実現 商工観光課 観光係 1/1 36

15
市内の均衡ある発展と都市機能と自然環境が共生する社
会の実現

企画政策課 企画係 3/8 37

都市計画課 都市計画係 3/3 38

16
都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、菊川市の均衡
ある発展と公共の福祉の増進に寄与する

都市計画課 都市計画係 1/3 39

都市計画課 都市整備係 2/2 40

都市計画課 区画整理係 1/1 41

17
市内外へのアクセスを容易にすることで、円滑な交通体系
を確立するとともに、人や物の交流を活性化させる

建設課 整備係 1/3 42

18
市民の安らぎの場であるとともに、都市の景観向上スペー
スとしての役割を担う公園づくり

都市計画課 都市整備係 1/2 43

19
市民の交通安全意識の高揚や防犯意識の向上などによ
り、安全に暮らせる社会の実現

安全課 交通防犯係 1/1 44

建設課 整備係 2/3 45

20
交通空白・不便地域がある程度解消され、交通サービスを
誰もが利用しやすい社会の実現

総務課 行政係 2/3 46

地域支援課 地域振興係 2/2 47

21
市民の生命と財産を守るため、地震などの災害被害の軽
減が図られる社会の実現

安全課 防災係 1/1 48

建設課 管理係 2/2 49

建設課 整備係 3/3 50

都市計画課 都市計画係 2/3 51
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【表の見方】

目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

※ここでは、取り組んだ業務の成
果として、総合計画、任務目的、
業務概要の進捗状況をそれぞれに
数値化し、記載しています。

※H20実
績を記載

※H21実
績を記載

※目標値
を記載

※目標を
達成する
期限を記
載

※目標に
対する達
成度を記
載

【例】菊川市に住み続けたいと思
う人の割合

77.7% 75.8% 77.1% 23年度 98.3%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
【例】行政への関心度（ｱﾝｹｰﾄ回
収率）

45.1% 40.4% 60.0% 23年度 67.3%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

【例】業務改善報告件数（累計） 117 218 510 24年度 42.7%

評価担当部・課

※担当課名を記載

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

※平成22年度の取り組み状況について記載されています。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

※平成21年度の成果を受け、その原因や課題についての分析結果が記載されています。この分析は、
PDCAサイクルのうち、「C（評価）」に該当します。

関連する業務棚卸表（個表）

※関連する業務棚卸表（個表）のシート番号を記載

※上記の２つの評価を受け、平成23年度の取り組みについて記載されています。なお、この評価結果を
平成23年度当初予算要望に活用することとなります。（必ず予算に反映されるものではありません。）

目
的

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

※係の目的であり、総合計画の目的を達成する手段が記載されています

目的４（総合計画の目的）

※総合計画の目的が記載されています。

※任務目的を達成するための業務（手段）の概要が記載されています

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
ボランティア等の市民活動が活発
であると思う人の割合

41.0% 42.9% 44.7% 23年度 96.0%

コミュニティ（人と人との交流、
助け合い）が活発だと思う人の割
合

68.5% 69.1% 66.9% 23年度 103.3%

地区の特性を活かしたまちづくり
が行われていると思う人の割合

51.3% 53.8% 47.2% 23年度 114.0%

若い世代が地域で行っている活動
へ参加していると思う人の割合

41.3% 37.9% 35.6% 23年度 106.5%

下関市や小谷村など他の市町村の
住民との交流が盛んであると思う
人の割合

37.6% 45.1% 33.3% 23年度 135.4%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

地域づくり交付金申請件数 未実施 54 43 21年度 125.6%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

コミュニティ協議会数 5 11 － － 11 21年度 100.0%

評価担当部・課

市民生活部　地域支援課

目
的

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
市民と行政がお互いに協力しあう協働によるまちづくりを推進し、市民の自主的な
活動が生まれるようにする

目的１（総合計画の目的）
自主的な参画による市民活動組織が生まれ、多様な市民活動が行われる社
会の実現

市民参画型自治体制の構築を目指し、市民活動団体への支援やコミュニティ協議会などへの
支援を行う

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

　地域コミュニティづくりの指針に基づき地域を核としたコミュニティ協議会の推進を行っており、地域とのつ
ながりを持つため各協議会で開催される定例会に参加し、地域との信頼関係を築くべく、地域からの情報収集
と、行政からの情報伝達に努めている。地域担当職員制度については、平成２３年度実施に向け現在関係部所と
協議を行っている。各地区コミュニティ協議会懇話会の開催についても検討を進めている。また、１％地域づく
り活動交付金については、コミュニティ協議会の現状を鑑み概算払いの運用改善を行った。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

　「ボランティア等の市民活動が活発であると思う人の割合」や「コミュニティ（人と人との交流、助け合い）
が活発だと思う人の割合」が増加傾向にある（前年度比較）。これは地域を核とするコミュニティ協議会の活動
や１％地域づくり活動交付金制度を活用した活動が始まったことによる表れと考えられる。また、若い世代が地
域への参加していると思われる割合については減少傾向にあり、今後地域活動の成熟具合により若者参加を地域
の課題として協議会定例会などで働きかける等の必要がある。

関連する業務棚卸表（個表）

市民生活部　地域支援課　地域振興係　1/2

　全ての地区にコミュニティ協議会が設立されたことにより、今後は協議会の熟成が進むよう引き続き定例会に
参加し情報の共有に努めて行く。地域担当職員制度の実施に併せ、庁舎内コミュニティ活動支援検討会の設置を
検討するなど総合支援の体制の構築を目指していく。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
市内に住む外国人が受け入れられ
ていると思う人の割合

44.3% 46.1% 35.4% 23年度 130.2%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

行動計画実施率 26.6% 54.3% 100.0% 24年度 54.3%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

ー ー ー ー ー ー ー ー

評価担当部・課

市民生活部　地域支援課

【評価手順③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価手順②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

　「菊川市多文化共生推進行動指針」の実施状況については、各課において、概ね計画的に実施してて
いただき、職員の多文化共生における意識向上に繋がっている。また、外国人が地域住民の一員として
生活できるように、充実したサービスの提供として、多言語版「暮らしの便利帳」（ポルトガル語・英
語・中国語）を作成し、日本語の不自由な転入外国人に対し、オリエンテェーションや菊川市での生
活・行政サービス等の情報提供を行い理解を深めていただく。（公共施設などに配置したり、自治会を
とおして外国人住民に配布）

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価手順①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

　 総合計画の管理指標である市民満足度（アンケート調査結果）については、目標実績を上回ってい
るが、前年度からほぼ横ばい状態（2ポイント増）である。経済情勢の厳しいなか、帰国する外国人や
仕事を求めて、市内外への転入・転出を繰り返す外国人も多く、地域との交流機会の不足などから相互
理解が図られないことが市民満足度に結びついていない。今後においては、景気回復と共に雇用の安定
が重要であり、生活基盤が安定しないことには、地域との交流がスムーズに進まないと思われるが、地
域が行う事業（交流）には支援及び連携して継続的に取り組むことが必要である。

関連する業務棚卸表（個表）

市民生活部　地域支援課　多文化共生係　1/1

　今後についても、引き続き経済情勢等外国人の動向を分析するとともに　「菊川市多文化共生推進行
動指針」の事業計画の見直しも視野に入れ庁舎内検討委員会にて検討する。また、情報提供の推進と行
政サービスや生活上のルールの周知等継続的な取り組みを進めていく。

目
的

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
菊川市に暮らす外国人と市民との相互理解を深め、習慣や文化の違いによる諸問題
の減少を目指す

目的２（総合計画の目的）
互いの文化や習慣の違いを尊重し、誰もが安心して暮らすことのできる社
会の実現

多文化共生地域づくりの推進や国際交流協会への支援など実施し、更なる推進を図る

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
性別に関係なく個性や能力を発揮
できると思う人の割合

46.9% 52.4% 49.2% 23年度 106.5%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
男女共同参画社会づくり宣言事業
所・団体数

5 6 10 23年度 60.0%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

審議会等への登用率 17.8% 25.3% 25.0% 23年度 101.2%

評価担当部・課

総務企画部　企画政策課

目
的

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

男女共同参画施策の総合的・計画的な推進

目的３（総合計画の目的）

男女が個人として尊重され、ともに能力の発揮できる社会の実現

性別に関係なく一人ひとりの個性や能力を十分に発揮できる社会の実現に向け、男女共同参
画プランを推進するとともに、意識の啓発に努める。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

【評価手順③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価手順②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

　男女共同参画社会づくり宣言事業所を着実に増やすことができるよう、企業等への啓発活動に努め
る。また、審議会等への女性登用率がさらに向上するよう関係各課及び関係団体等に働きかけていく。
　また、平成18年度に策定した第一次のプランの取り組み期間が本年度で終了するため、第二次男女共
同参画プランの策定を進める。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価手順①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

　男女が個人として尊重され、ともに能力の発揮できる社会の実現のため、平成18年に男女共同参画プ
ランを策定し、４つの基本理念に基づく施策を推進してきた。その結果、仕事と育児・介護とが両立で
きるような様々な制度を持ち、多様でかつ柔軟な働きを労働者が選択できるような取り組み行う企業
（ファミリーフレンドリー企業）や政策・方針決定過程への女性の参画が少しづつではあるが増えてき
ている。
　しかしながら、「男だから、女だから」といった固定的な性別役割分担の意識は家庭や地域社会に根
強く残っている。このため、家庭、地域社会、学校などのあらゆる場をとおして、人権や生命の尊重に
関する意識づくりや男女共同参画を推進する教育・学習が必要である。また、現在のプランが本年度ま
での計画であり見直す必要があるが、国も現在、男女共同基本計画の見直しを行っているため、その動
向を踏まえながら、新たな計画を策定する必要がある。

関連する業務棚卸表（個表）

総務企画部　企画政策課　企画係　2/8

　本年度、第二次男女共同参画プランの策定を進めているが、策定にあたっては一次のプランの取り組
みや国の基本計画の見直し状況を踏まえた上で、新たな方針を定め、男女共同参画の目標である男女が
個人として尊重され、ともに能力の発揮できる社会を実現するための具体的な取り組みを進めていきた
い。

手段

手段 目的

目的

8



目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
菊川市に住み続けたいと思う人の
割合

77.7% 75.8% 77.1% 23年度 98.3%

効率的な運営が行われていると思
う人の割合

35.5% 40.8% 34.3% 23年度 119.0%

公共サービスが利用しやすいと思
う人の割合

50.6% 55.9% 48.8% 23年度 114.5%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

行政への関心度（ｱﾝｹｰﾄ回収率） 45.1% 40.4% 60.0% 23年度 67.3%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

指定管理者導入施設数（累計） 5 6 6 22年度 100.0%

業務改善報告件数（累計） 117 218 510 24年度 42.7%

評価担当部・課

総務企画部　総務課

目
的

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

良質で充実した市民サービスの提供と効率的・効果的な市政運営の実現

目的４（総合計画の目的）
市民と行政が深い信頼関係で結ばれており、多様なニーズに対応できる自
治体の構築

多様化する市民ニーズに対し、柔軟かつ弾力的に対応できる体制づくりのため、NPM（新公共
経営）を推進するとともに、集中改革プランに基づき、全庁をあげて行財政の抜本的な改革
を実施する。また、業務改善制度を実施するなど職員の更なる意識改革を図る。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

平成21年度に第１次集中改革プラン（H17～H21）の計画期間が終了し、更なる改革を推進するため、第
2次集中改革プラン（H22～H24）を策定した。現在は、第2次集中改革プランに掲げられた計画項目につ
いて推進している。また、更なる効率的な運営を図るため、業務棚卸表を活用し、民間委託の可能性が
ある公の施設や事務事業について調査している。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

「効率的な運営が行われていると思う人の割合」や「公共サービスが利用しやすいと思う人の割合」は
増加傾向にある。これは、職員が一丸となって第１次集中改革プランを推進したことにより、業務の効
率化を図りつつ、市民サービスの質を向上させた結果であると考える。なお、「菊川市に住み続けたい
と思う人の割合」については、高い水準を保っているものの、前年度より減少しているため、市民の満
足度向上のための新たな施策に取り組む必要があり、そのために必要な人員あるいは財源を捻出するた
め、更なる改革が必要である。

関連する業務棚卸表（個表）

総務企画部　総務課　行財政改革係　1/1

引き続き、第2次集中改革プランを着実に推進し、継続的な改革・改善を進め、良質で充実した市民
サービスの提供と効率的・効果的な市政運営の実現を目指す。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
菊川市に住み続けたいと思う人の
割合

77.7% 75.8% 77.1% 23年度 98.3%

知りたいときに市の情報が得られ
ると思う人の割合

50.6% 56.5% 51.0% 23年度 110.8%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

広報アンケートで「読みやすい」
又は「どちらかというと読みやす
い」と答えた人の割合

50.8% 52.3% 66.7% 23年度 78.4%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

広報アンケートで「どの記事もよ
く読む」又は「必要・関心のある
ものだけ読む」と答えた人の割合

90.7% 90.5% 90.0% 23年度 100.6%

評価担当部・課

総務企画部　企画政策課

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

わかりやすく情報を発信し、行政と市民との情報の共有化を図られている状態

目的４（総合計画の目的）
市民と行政が深い信頼関係で結ばれており、多様なニーズに対応できる自
治体の構築

親しまれる広報紙を発行したり、利用しやすいホームページの運営をするなど、効果的な情
報発信を推進する

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

広報紙に関しては、常に「読みやすさ」を考えて編集発行しているが、広報アンケートの結果を見る
と、さらに研鑽・工夫が必要であると判断される。また、ホームページに関しては、全面リニューアル
により情報の即時性は向上したが、検索性の向上も含め、市側の情報発信力をアップしていく必要があ
る。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標である市民満足度（アンケート結果）の「知りたいときに市の情報が得られると思
う人の割合」については、昨年度と比較するとやや向上している。
第１次集中改革プランにおいて、「情報の提供方法・手段の拡大による行政運営の透明性の確保」を目
標に掲げ、「機能的・効果的な広報紙の発行」「ホームページの充実」に取り組んでいる。広報紙は、
「平成21年度静岡県広報コンクール」において、最優秀賞（広報紙の部））を受賞した。また、ホーム
ページに関しては、さらに情報発信力を高めるため、21年11月から全面リニューアルを実施した。

関連する業務棚卸表（個表）

総務企画部　企画政策課　秘書情報係　1/7

平成21年度に組織した「広報・ホームページ委員会」を活用し、情報担当課である企画政策課はもとよ
り、全庁にわたり“情報発信力”を高めていくための研修会を開催する。また、広報協会等が実施する
研修会にも積極的に参加し、スキルアップを図っていく。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

市への意見や委員募集など、企画
段階から意見を言う機会があると
思う人の割合

30.0% 34.6% 29.4% 23年度 117.7%

まちづくり懇談会や出前講座、広
報紙・ホームページ等で市のやっ
ていることがよくわかると思う人
の割合

60.7% 68.1% 62.1% 23年度 109.7%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

行政への関心度（ｱﾝｹｰﾄ回収率） 45.1% 40.4% 60.0% 23年度 67.3%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

まちづくり懇談会参加者数 726 543 739 23年度 73.5%

パブリックコメント実施件数 2 1 3 23年度 33.3%

評価担当部・課

総務企画部　企画政策課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

まちづくり懇談会により多くの方に出席いただくための方策として、市民の皆さんが関心ある身近な
テーマを設け開催した。また、パブリックコメント制度は、試行期間での実績を検証するなか、２２年
４月の導入に向け、実施要綱の制定、職員への説明会、広報紙やホームページによる周知を実施した。
ホームページからいただく「市政へのご意見やご質問」は、２１年１１月のホームページリニューアル
により、直接担当課に送信されるため、回答に要する時間が短縮された。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標である市民満足度（アンケート結果）については、初年度実績と比較するとほぼ横
ばいだが、まちづくり懇談会への参加者数が減少している。
まちづくり懇談会は、テーマを設けて（今年度は「地域医療を守り、育てる」）開催し、参加者からは
概ね好評をいただいた。また、パブリックコメント制度は、22年度からの正式導入となるが、本年度は
「環境基本計画」の策定に関してパブリックコメントを試行した。ご意見箱やホームページに寄せられ
たご意見は、企画政策課から各課に分けられ、必要に応じて回答をしている。

関連する業務棚卸表（個表）

総務企画部　企画政策課　秘書情報係　2/7

まちづくり懇談会については、市民の皆さんがより出席しやすい開催日時や関心のあるテーマの設定を
する。また、パブリックコメント制度は、常に成果の検証・改善をしながらより良い制度としていく。

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
市民と行政が共にまちづくりを推進するために、幅広い情報公開・情報提供・情報
発信をする

目的４（総合計画の目的）
市民と行政が深い信頼関係で結ばれており、多様なニーズに対応できる自
治体の構築

市政運営における市民意見の反映のため、公聴事業の開催やパブリックコメントを実施する

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
福祉活動に地域ぐるみで取り組ん
でいる人の割合

46.8% 49.7% 48.2% 23年度 103.1%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
近隣に非常に親しい・親しくつき
あっている人がいる割合

76.5% 74.5% 50.0% 23年度 149.0%

総世帯数に対する自治会加入世帯
の割合

85.0% 85.0% 85.0% 23年度 100.0%

地区センター・公民館を利用した
ことがある人の割合

71.8% 76.9% 80.0% 23年度 96.1%

地域活動に参加したことがある人
の割合

38.5% 41.3% 65.0% 23年度 63.5%

障がいを持った人に対する隔たり
を感じる人の割合

46.3% 42.4% 50.0% 23年度 84.8%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

地域福祉計画実施率 10.0% 10.0% 10.0% 21年度 100.0%

評価担当部・課

市民生活部　福祉課

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
地域住民を主体とする住民相互の「助け合い」を基本においた地域福祉を活性化さ
せ、誰もが安心してくらすことができるまちづくりを目指す

目的５（総合計画の目的）
子ども・高齢者・障がい者など誰もが地域社会において安心していきいき
と暮らすことができる社会の実現

地域で安心して暮らすことができるまちづくりのため、地域福祉計画を推進し、地域福祉を
活性化させる

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

菊川市災害時要援護者支援計画に基づき、民生委員の協力とともに自主防災会における要支援者個別計
画作成をお願いした。
また、要援護者を含めた自主防災訓練が実施された。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標である市民満足度（アンケート結果）については、横ばい傾向である。
地域福祉の活動に参加しているという意識を直接感じないで地域福祉活動を行っている人が多い。ま
た、地域により活動の程度に格差がある。

関連する業務棚卸表（個表）

市民生活部　福祉課　社会福祉係　1/2

要援護者個別計画の作成及び加除修正を行う。また、要援護者支援計画の趣旨を自主防災会に周知する
とともに、要援護者の支援訓練を含めた自主防災訓練が行われるよう誘導していく。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

誰もが地域で自立した生活のでき
る支援体制が充実していると思う
人の割合

36.0% 39.8% 38.0% 23年度 104.7%

総世帯数に対する自治会加入世帯
の割合

85.0% 85.0% 85.0% 23年度 100.0%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
生活環境の状況把握(訪問)・指導
件数

309 326 200 23年度 163.0%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
民生委員児童委員地区定例会議の
開催回数（回数／年）

12 12 12 23年度 100.0%

評価担当部・課

市民生活部　福祉課

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
生活上なんらかの支援や介助を必要とする人、経済的困窮者・ホームレスなどに対
し、生活の質を維持・向上させる

目的５（総合計画の目的）
子ども・高齢者・障がい者など誰もが地域社会において安心していきいき
と暮らすことができる社会の実現

民生委員などの活動団体への支援を行うとともに、生活保護制度の適正な運営を行う

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

ハローワークや社会福祉協議会の所管する支援制度と連携をとった支援を行っている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標である市民満足度（アンケート結果）については、横ばい傾向である。
長引く経済不況により生活相談や生活保護が急増している。住宅手当や福祉資金貸付等の新施策によ
り、生活困窮者に対する支援が広がっている。

関連する業務棚卸表（個表）

市民生活部　福祉課　社会福祉係　2/2

引き続き、ハローワークや社会福祉協議会との連携を密にし、相談員も含めた窓口対応者の定期的な研
修を行い、円滑な業務の推進を図る。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
障がいを持つ人が安心して暮らす
ことができると思う人も割合

39.1% 49.7% 35.6% 23年度 139.6%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

相談支援事業を利用する人の割合 16.3% 17.9% 17.0% 23年度 105.3%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
自立支援協議会の開催（回数／
年）

30 18 30 23年度 60.0%

評価担当部・課

市民生活部　福祉課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

東遠地域自立支援協議会においてサービスの調整や課題の検討を実施し、円滑なサービス提供に努め
た。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標である市民満足度（アンケート結果）については、上昇傾向にある。
障害者の能力や適正に応じた訓練やサービスは個々の希望や状況により支給をしているが、障害者の高
齢化が進んでおり、また重度化・重複化障害者が増えている。

関連する業務棚卸表（個表）

市民生活部　福祉課　障がい者福祉係　1/1

東遠地域広域障害者計画、第2期東遠地域広域障害者福祉計画に基づき、障害者福祉サービスの充実を
推進していく。
障害者の高齢化への対応や不足する重度障害者支援施設についての検討を行っていく。

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
障がいのある人が地域で自立した生活ができ、安心して暮らすことができる社会の
実現

目的５（総合計画の目的）
子ども・高齢者・障がい者など誰もが地域社会において安心していきいき
と暮らすことができる社会の実現

障害者の地域移行を目指し、障害者自身の能力を最大限発揮できるような福祉サービスの提
供

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
健康づくりに取り組む人が増えて
いると思う人の割合

73.1% 75.9% 74.2% 23年度 102.3%

検診や健康相談など病気の予防対
策が充実していると思う人の割合

63.6% 71.1% 67.2% 23年度 105.8%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

健康づくり推進委員自治会活動で
の職員や講師による健康教室の参
加人員

914 762 1,100 23年度 69.3%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
医療機能連携の強化（病院との連
携）

3 3 6 23年度 50.0%

評価担当部・課

市民生活部　健康長寿課

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

市民が心身ともに健康で生きがいを持ち自立した生活を送れるよう支援する。

目的５（総合計画の目的）
子ども・高齢者・障がい者など誰もが地域社会において安心していきいき
と暮らすことができる社会の実現

市民の健康意識を高め、健康づくりへの取り組みができるように健康教育、健康診査、健康
相談等を実施する。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

受診率の向上及び業務の合理化を図るため、各種がん検診を年間２回の検診から年間１回で色々な検診
が一括で受診できるようにした。なお、成人に対しては、各種がん検診時の待ち時間を利用し、ビデオ
や保健師が作成した資料等で指導・啓発を行うとともに、地域においては、健康づくり推進委員の活動
（ミニ講座の開催など）を通じ、自治会との連携を図りながら、市民の健康意識の高揚を図っている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標である市民満足度（アンケート結果）については、初年度実績と比較するとやや増
加している。これは、妊婦健診や乳幼児の健診業務、母子保健事業などを行うとともに、自治会の会合
等において、健診や健康づくりに関する講座を開催するなど積極的な活動を実施した結果であると考え
る。

関連する業務棚卸表（個表）

市民生活部　健康長寿課　健康増進係　1/1

次年度は、健康増進計画の策定（見直し）を行いながら、心身の健康に関する意識の高揚に努めるとと
もに、市民一人ひとりが自らの健康管理を適正に行なえるための情報を提供する。また、「かかりつけ
医」と連携を図る中で、年1度の特定健診やがん検診に加え健康相談等の充実を図る。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

高齢者が生きがいを持って地域活
動に参加する機会があると思う人
の割合

50.2% 52.9% 43.8% 23年度 120.8%

地域福祉権利擁護事業、成年後見
制度を認知している割合

42.1% 42.1% 50.0% 23年度 84.2%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

地域での高齢者サロン開設箇所数 3 4 5 23年度 80.0%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

シルバー人材センターの会員数 489 458 600 23年度 76.3%

評価担当部・課

市民生活部　健康長寿課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

　高齢者が増加しており、これまでの高齢者施策を、継続して行なっていくとともに、各種支援制度の
認知を高めて行く。
　高齢者個人の価値観も多様化しているところではあるが、高齢者の能力の積極的な活用と、高齢者の
生きがい作りのためにシルバー人材センターへの加入を呼びかけていく。(シルバー人材センターにお
いても、高齢者への就業の機会を拡大するため、事業内容の検討を進めている。)

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

  総合計画の管理指標である市民満足度（アンケート結果）については、目標をクリアしている。
  市では、介護予防サービスや在宅福祉サービス、地域包括支援センターの相談窓口等を行なっている
が、地域においても高齢者の介護予防サロンや老人クラブ活動が行なわれている。また、働く意欲のあ
る高齢者は、シルバー人材センターに加入し働く機会がある。

関連する業務棚卸表（個表）

市民生活部　健康長寿課　高齢者福祉・包括支援係　1/1

  引き続き高齢者の各施策を推進のうえ、目的に掲げる｢子ども・高齢者・障がい者など誰もが地域社
会において安心していきいきと暮らすことができる社会の実現｣に向けて、対応していく。

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

高齢者が生きがいを持って生活を送ることができる社会の実現

目的５（総合計画の目的）
子ども・高齢者・障がい者など誰もが地域社会において安心していきいき
と暮らすことができる社会の実現

高齢者が地域で生きがいを持って楽しく暮らすための支援を実施するとともに、各種事業を
実施する。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

高齢者とその家族を支えている
サービスが充実していると思う人
の割合

39.6% 42.6% 37.6% 23年度 113.3%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

要介護2-5認定者の居住系占有率 32.8% 44.1% 44.2% 23年度 100.2%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
要介護4-5認定者の入所施設占有
率

55.4% 51.1% 64.9% 23年度 78.7%

評価担当部・課

市民生活部　健康長寿課

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

高齢者が生きがいを持って生活を送ることができる社会の実現

目的５（総合計画の目的）
子ども・高齢者・障がい者など誰もが地域社会において安心していきいき
と暮らすことができる社会の実現

社会全体で介護を支えるための支援事業を推進するとともに、より充実したサービス提供に
努める

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

平成20年度に策定された「第4期介護保険事業計画・第5次高齢者保健福祉計画」に基づいた施策を的確
に推進していくため、これまでにも取り組んできた介護予防事業や給付の適正化事業をより確実に行っ
ており、併せて地域包括支援センターブランチの整備を進めている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

誰もが地域社会において安心していきいき暮らすことができる社会の実現に向け、高齢者とその家族を
支える「介護サービス」の充実を目指し、介護予防給付や地域支援事業による介護予防の推進、加えて
高齢者保健サービスや高齢者福祉サービスに掛かる施策を推進してきた。

関連する業務棚卸表（個表）

市民生活部　健康長寿課　介護保険係　1/1

第3期介護保険計画に定められた平成26年度の目標達成に向け、高齢者が住み慣れた地域での生活を継
続するため、「地域密着型サービス拠点施設」の整備等を計画的に進め、地域の実情に応じた介護サー
ビスの充実に努める。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

ニーズに応じた保育サービスが充
実していると思う人の割合

46.7% 47.2% 41.0% 23年度 115.1%

子育てに不安を感じたときに相談
できるところがあると思う人の割
合

43.0% 44.1% 34.9% 23年度 126.4%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
児童館・子育て支援センターの利
用者数

52,630 47,546 48,000 23年度 99.1%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

リフレッシュ・一時保育の実施園 9 11 11 23年度 100.0%

延長保育の実施園 4 5 5 23年度 100.0%

放課後児童クラブの設置数 9 9 7 23年度 128.6%

評価担当部・課

市民生活部　こどもみらい課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

　安心して子どもを産み育てる環境づくりとして、保育園園舎の耐震化工事の実施、延長保育の拡大、
放課後児童クラブの整備、家庭児童相談事業等の充実に取り組んでいる。また今後さらなる子育て環境
の充実を図るため、後期計画に当たる平成22年度からの次世代育成支援行動計画に基づき、現在事業の
推進を図っている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

　本市の出生者数も緩やかな減少をたどるなど、少子化社会の進捗はますます顕著となってきている。
しかしながら、景気低迷による収入低下などにより、少子化傾向にもかかわらず、家庭における就業希
望は増加傾向にあり、保育園への入園希望も増加してきている。同じ傾向は放課後児童クラブにおいて
も見られ、今後もその傾向は続くであろうと推測される。一方、就労や一人親の増加など、子育て環境
の多様化により、子育て全般に関する相談も年々増加してきている。

関連する業務棚卸表（個表）

市民生活部　こどもみらい課　子育て支援・子育て相談係　1/1

　新たに策定した行動計画を基本として、リフレッシュ一時保育や延長保育、幼保一元化を見通した公
立老朽化保育施設、放課後児童クラブ施設、子育て家庭の経済的支援に当たる乳幼児・こども医療費制
度など、多様化する子育て環境に対応していくための事業を推進し、さらなる子育て世代の支援を目指
す。

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

安心して子どもを生み育てていくことができる社会の実現

目的５（総合計画の目的）
子ども・高齢者・障がい者など誰もが地域社会において安心していきいき
と暮らすことができる社会の実現

子育て支援するための施設、支援制度の充実を図るとともに支援を必要とする市民に適正、
スムーズにサービスの提供を行う。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

知・徳・体に優れた人間形成を図
る学校教育がなされていると思う
人の割合

53.3% 53.5% 47.1% 23年度 113.6%

学校と家庭・地域が一体となって
子どもたちを見守っていると思う
人の割合

69.1% 66.9% 61.5% 23年度 108.8%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
学校が楽しいと感じている児童生
徒の割合（小学校）

92.3% 92.6% 95.0% 23年度 97.5%

学校が楽しいと感じている児童生
徒の割合（中学校）

89.4% 92.5% 93.0% 23年度 99.5%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

学校及び幼稚園施設の耐震化 98.3% 98.3% 100.0% 23年度 98.3%

学校が楽しいと感じている児童生
徒の割合（小学校）

90.9% 90.5% 93.0% 23年度 97.3%

学校が楽しいと感じている児童生
徒の割合（中学校）

83.6% 80.3% 87.0% 23年度 92.3%

評価担当部・課

教育文化部　学校教育課・教育総務課

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

基礎・基本の定着と主体的に課題を見つけ、自ら学び自ら考える児童生徒の育成

目的６（総合計画の目的）

「確かな学力と思いやりに満ちた学校」づくりを実現する。

誰からも信頼され、地域社会と一体になった学校づくりを推進するとともに、確かな学力を
身に付けさせるため、正しい判断ができる力の育成や魅力ある授業づくりなど推進する

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

各学校へ設置したパソコン及びデジタルテレビを効果的に活用し、これまで以上に「わかる授業」「楽
しい授業」を行うことにより、児童生徒の学力向上を目指している。また、研修主任研修会や小学校英
語活動教員研修会等を開催し、教員等への指導を強化を図る。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標であるアンケート結果については、初年度実績と比較すると増加しているが、前年
度と比較すると横ばいあるいは減少傾向にある。
また、学校が楽しいと感じている児童生徒の割合は増加傾向にある。このことは、各学校が児童生徒の
実態を踏まえ、工夫された教育課程を編成したり、一人ひとりに目を向けたきめの細かな教育実践の成
果であると考える。一方、家庭や地域との連携、授業が分かると感じる児童生徒の割合はやや減少の傾
向にある。授業改善は,重点的に取り組む必要がある。

関連する業務棚卸表（個表）

教育文化部　学校教育課・教育総務課　1/1

引き続き、学校への指導・助言を充実させる。新しい学習指導要領への移行の機会をとらえ、教科等の
指導計画の策定を学校における教育課程編成の中核に位置づけ、「確かな学力」の育成を目指して必要
な施策を講じていく。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

知・徳・体に優れた人間形成を図
る学校教育がなされていると思う
人の割合

53.3% 53.5% 47.1% 23年度 113.6%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

年間給食残食率 2.9% 4.1% 5.0% 23年度 82.0%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

事故・中毒発生数 0 0 0 21年度 100.0%

評価担当部・課

教育文化部　学校教育課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

給食調理試作研究会を開催する等して給食内容の充実と調理員の技術向上を図っている。また、給食業
務を通じて児童生徒が望ましい食生活を身につけられるように、食育推進を図る事業を実施している。
栄養士による「食に関する指導」や市内産食材を活用した「ふるさと給食週間」、生産者等と児童生徒
が交流する「ふれあい事業」等を学校・幼稚園と連携を取り合いながら進め、その実施内容に創意工夫
を図っている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標であるアンケート結果については、増加傾向にある。
年間給食残食率、事故・中毒発生件数、ともに目標値を達成しており、衛生管理が徹底された安心安全
なおいしい給食作りが実施できている。しかし、H20年度に比べると残食率が高くなっており、給食内
容の充実をより図る必要があると考える。また、給食業務を通じての食育推進事業を学校・幼稚園と連
携のもと推し進め、給食残食量の減少につなげていくことが必要である。

関連する業務棚卸表（個表）

教育文化部　学校教育課　給食センター係　1/1

　引続き、衛生管理体制を徹底し、給食業務を通じての食育推進事業の充実・改善を図りがら、安心安
全なおいしい給食づくりに取り組む。

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

児童生徒にとって、安心で安全な給食を提供する

目的６（総合計画の目的）

「確かな学力と思いやりに満ちた学校」づくりを実現する。

地産地消に努め、安全でおいしい給食を提供し給食の充実を図ると共に、児童生徒の健康保
持・増進に努める

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

気軽にスポーツなどの活動ができ
る環境が整っていると思う人の割
合

56.6% 60.1% 52.7% 23年度 114.0%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

スポーツ大会、教室の参加人数 2,594 2,747 2,700 23年度 101.7%

体育協会、スポーツ少年団加入者 2,759 2,737 3,100 23年度 88.3%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

総合型地域スポーツクラブ 0 0 1 23年度 0.0%

評価担当部・課

教育文化部　社会教育課

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
一人１スポーツが普及され、市民一人ひとりが健康で心豊かな生活を送ることがで
きるようにする。

目的７（総合計画の目的）
健康で豊かな心を育み、市民一人ひとりが生きがいを持って生活できる社
会の実現

健康、体力づくりや生きがいづくりにつながる一人１スポーツを奨励するとともに、地域に
根ざしたスポーツ振興を図る。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

誰もが、いつでも、どこでも、気軽にスポーツに親しむことのできる生涯スポーツを推進するための中
心的役割が今後期待される総合型地域スポーツクラブを設立するため、菊川市では「競技スポーツ」と
「健康スポーツ」の２本を柱に平成21年度発足した準備団体「アプロス菊川（仮称）」の運営を全面的
に支援しており、スポーツ教室、スポーツ大会などの各種事業は計画に沿って順調に行われている。今
後は、平成22年度中のクラブ設立に向けて、また、設立後の自主運営を念頭におき、引き続きクラブ関
係者と打合せを行っていく予定である。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標であるアンケート結果については、増加傾向にある。
市、教育委員会が主催する各種スポーツ教室、スポーツ大会については、年々参加者が増加している状
況にある。これは、健康志向の高まりに加え、体育指導委員、スポーツ委員等が中心となり、各地区に
おいて軽スポーツの普及、啓発に取り組んでいる結果と考える。反面、スポーツをする人、しない人の
二極化の改善、40歳代から50歳代の働き盛りにある成人のスポーツ実施率の向上などが課題としてあげ
られる。今後においては、一人ひとりの目的、レベルに応じたスポーツ活動が、いつでも、どこでも、
気軽に行うことができるような体制づくり、スポーツ環境の構築が必要と考える。

関連する業務棚卸表（個表）

教育文化部　社会教育課　スポーツ振興係　1/1

競技スポーツ、健康スポーツ、生涯スポーツの推進をとおして、一人１スポーツを定着させ、市民一人
ひとりが健康で心豊かな生活を送ることができるよう、この推進母体としての役割を担う市体育協会、
市体育指導委員、総合型地域スポーツクラブなどのスポーツ団体の充実を図るとともに、更なる市のス
ポーツ振興を図るための組織体制を確立する。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

子どもたちのために家庭・学校・
地域が一体となって取り組んでい
ると思う人の割合

61.3% 66.9% 58.9% 23年度 113.6%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

家庭教育学級の意識向上割合 59.3% 54.2% 60.0% 23年度 90.3%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

人づくりフェスタへの参加人数 147 348 400 21年度 87.0%

評価担当部・課

教育文化部　社会教育課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

家庭教育学級は、自主的に活動していくため、親が主体となり運営され、各学級の活動も活発になっ
た。活動を通して親のあり方、家庭のあり方について学ぶ機会となり、親同士、学級生同士のつながり
が出来てきた。人づくりフェスタについてはテレビ寺子屋との同時開催により、参加人数の増や、効率
化につなげていく。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標であるアンケート結果については、増加傾向にある。
青少年夏期・冬期生活街頭指導の実施やボランティア活動の推進などにより、子どもたちのために家
庭・学校・地域が一体となって取り組んでいると思う人の割合は増えた一方、家庭教育学級の意識向上
割合は減となった。人づくりフェスタ等をとおし、よりいっそう、家庭教育の大切さについて広めてい
く必要があるといえる。

関連する業務棚卸表（個表）

教育文化部　社会教育課　社会教育係　1/3

引き続き、青少年のための街頭指導の実施やボランティア活動を推進していく。
家庭教育学級については、学級からの活動に対して、支援や情報提供を行ない、内容の充実や親同士、
学級生同士のつながりを強めていく。

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
次世代を担う青少年が、様々な体験を通じて、地域社会における自らの役割と責任
を自覚し、健全で伸びやかに育つような人づくりを進める。

目的７（総合計画の目的）
健康で豊かな心を育み、市民一人ひとりが生きがいを持って生活できる社
会の実現

次世代を担う人づくりを推進するため、青少年リーダーの育成などに取り組むとともに、青
少年の健全育成を図る

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

いつでも、だれでも学習したい
ときにできる環境が整っている
と思う人の割合

47.6% 49.1% 45.8% 23年度 107.2%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

中央公民館利用者 36,611 32,864 36,800 21年度 89.3%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

講座参加率 73.0% 76.0% 81.0% 23年度 93.8%

評価担当部・課

教育文化部　社会教育課

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
市民が心豊かで充実した人生を送ることができるように、多様化・高度化する学習
意欲に応える

目的７（総合計画の目的）
健康で豊かな心を育み、市民一人ひとりが生きがいを持って生活できる社
会の実現

市民の主体的な学習機会の拡大を図るため、各種講座を開催する。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

公民館利用拡大のため、土・日曜日の夜間や、平日の夕方の時間について開館している。
また、講座の開催方法等を見直し、利用者の増加に努めている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

いつでも、だれでも学習したいときにできる環境が整っていると思う人の割合は増となった。一方、公
民館利用者は約4000人ほど減少した。これは、近隣のコミュニティーセンターの設置により、利用者が
移行したものと考えられる。

関連する業務棚卸表（個表）

教育文化部　社会教育課　社会教育係　2/3

公民館利用拡大のため、引き続き開館時間を拡大していく。多様化・高度化する学習意欲に応えるた
め、利用者のニーズに合った講座の開設など学習機会の提供に努めていく。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
気軽に芸術に触れられる環境が
整っていると思う人の割合

45.7% 49.1% 46.0% 23年度 106.7%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

文化会館自主公演事業の入場率 82.9% 103.9% 100.0% 23年度 103.9%

文化会館大・小ホール利用率 51.2% 51.7% 62.0% 23年度 83.4%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

出展者・出演者数 4,758 4,612 5,000 23年度 92.2%

参加者・来場者数 5,195 30,879 8,500 23年度 363.3%

評価担当部・課

教育文化部　社会教育課

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

国民文化祭により築かれた各種団体等との連携を発展させていくよう検討している。
また、文化会館アエルの指定管理者更新に向けて作業を進めている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

気軽に芸術に触れられる環境が整っていると思う人の割合は増となっている。文化会館アエル自主公演
事業の入場率も増となった。
これは、国民文化祭の開催などにより、広く市民に芸術や文化に親しむ機会となったことなどによるも
のといえる。

関連する業務棚卸表（個表）

教育文化部　社会教育課　社会教育係　3/3

各種団体等との連携や、文化会館アエルと文化協会等の芸術活動者の支援、発掘により、利用率の向
上、参加人数、来場者数の増を図る。

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

文化振興を図るため、市民に豊かな芸術文化に接する機会を提供する

目的７（総合計画の目的）
健康で豊かな心を育み、市民一人ひとりが生きがいを持って生活できる社
会の実現

文化協会やアエル指定管理者との連携を図り、更なる文化振興を図る。また、本年度につい
ては、国民文化祭を開催し、芸術・文化に接する機会を提供する。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的

24



目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

歴史・文化遺産が適切に保全され
活用されていると思う人の割合

54.9% 56.6% 54.1% 23年度 104.6%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

代官屋敷資料館入館者数 2,698 1,968 2,600 23年度 75.7%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

埋蔵文化財事務期限内処理率 100.0% 100.0% 100.0% 23年度 100.0%

評価担当部・課

教育文化部　社会教育課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

本年度で黒田家住宅の保存修理事業は終了となる。
保存修理の状況を市民等に紹介し、文化財の保存方法を周知するため、黒田家住宅の完成後の見学会の
開催について所有者と協議し文化財の周知・活用を図っている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

アンケートによれば、歴史・文化遺産の保全が適切になされている割合が若干増加している。埋蔵文化
財事務期限内処理は適切に処理を行っている。一方で代官屋敷資料館の入館者が減少している。これ
は、平成20年度より行っている黒田家住宅保存修理事業の影響で住宅敷地内の立入が制限されているこ
とによる影響と考えられる。

関連する業務棚卸表（個表）

教育文化部　社会教育課　文化振興係　1/1

黒田家住宅見学などの活用方法を所有者と協議すると共に、代官屋敷資料館等周辺施設と一体となった
見学となるようなPRを図ることにより、文化財保護への周知や活用に結びつけていく。

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
かけがえのない郷土の歴史的遺産や伝統的工芸・芸能・行事を適切に保護・保存・
活用し、次世代に伝承する

目的７（総合計画の目的）
健康で豊かな心を育み、市民一人ひとりが生きがいを持って生活できる社
会の実現

文化財を適正に管理し、保護・継承を推進するとともに、埋蔵文化財の保護・発掘に取り組
む

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

いつでも、だれでも学習したい
ときにできる環境が整っている
と思う人の割合

47.6% 49.1% 45.9% 23年度 107.0%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
図書館利用者
（年間貸出者数）

71,067 76,060 66,800 23年度 113.9%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

市民１人当たりの蔵書冊数 4.5 4.8 4.75 23年度 101.1%

評価担当部・課

教育文化部　図書館

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
読書への興味や関心を高めるとともに生涯学習機会を提供し、図書館利用者を増や
す

目的８（総合計画の目的）
市民の主体的な学習意欲に応え、市民が心豊かで充実した人生を送ること
ができる社会の実現

読書活動の推進を図るため、学校図書館への司書巡回事業等を実施し読書環境の整備や読書
の大切さ・楽しさを伝えていくとともに、図書資料の充実を図り市民ニーズに対応する

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

館内整理日休館を無くし開館日を増やす試行と7月～9月に開館時間拡大試行を実施し、利用者ニーズへ
の対応している。また、開館日についても館内整理日休館を無くし年間の開館日数を増やすなど、読書
への興味や関心を高めるための取組をしている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標であるアンケート結果については、増加傾向にある。
新鮮な資料の提供と情報発信を行い、多様化する市民ニーズに対応するとともに、講座、講演会等を開
催し、読書活動の推進に努めている。また、より多くの方に利用者していただけるよう開館日、開館時
間拡大の試行を実施し、地域に密着した図書館づくりを目指している。このような取り組みの結果、図
書館利用者数は増加している。

関連する業務棚卸表（個表）

教育文化部　図書館　1/1

引き続き、開館日、開館時間の拡大試行を行い、利用者ニーズにあった開館日・開館時間を定着させ
る。また、市民の読書への興味や関心を高めるために読書環境の整備を行い、図書資料の充実を図る。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

良い環境が保たれていると思う人
の割合

60.6% 65.5% 54.4% 23年度 120.4%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
汚水処理人口
（公共下水道）

8,066 8,757 11,510 23年度 76.1%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
接続加入者率
（水洗化率）

82.5% 86.2% 85.0% 21年度 101.4%

評価担当部・課

小笠支所　下水道室

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

供用開始から６年目を迎え、汚水処理人口の増加に伴い五丁目樋管や市営住宅排水口（上本所）等のＢ
ＯＤ数値は年々低下しており、水質保全効果は着実に進んでいると考える。また、包括的民間委託の更
なるレベルアップを図ることによる維持管理コストの低減を検討している。さらに未接続家屋に対して
は、地道に戸別訪問を実施すると共に、生活排水処理に対する更なるコンセンサスの醸成を図るべく、
全市的視点に立ち啓蒙・啓発活動（出前行政講座・下水道新聞の発行・ＨＰの充実）を展開している。
次期計画については、厳しい財政状況を鑑みる中、事業進度を緩めるなどの検討を進めて行く。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

｢良い環境が保たれていると思う人の割合」は増加傾向にあり、下水道整備による生活環境の改善効果
も一助を成していると考える。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また、環境基
本計画策定時の市民アンケート結果からも市が優先して取り組むべき環境対策として河川の水質改善が
第一に望まれ市民の清流「菊川」への思い入れは非常に強いものがあり、今後も下水道整備を補完する
合併浄化槽事業と連携を図り更なる生活排水処理対策が必要と考える。

関連する業務棚卸表（個表）

小笠支所　下水道室　事業係・庶務係　1/1

経営分岐点とされる料金収入により維持管理費を早期に賄うため、民間委託レベルのアップによる一層
のコスト縮減を図る。
また、未接続加入促進事業として、加入促進強化地区を指定する中で戸別訪問の強化と併せて、水質改
善等をＰＲするイベント展（環境推進課と合同）開催などの新たな促進施策を検討していく。

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

公共用水域の水質保全を図るとともに、公衆衛生の向上を図る。

目的９（総合計画の目的）
「きれいな空気、清らかな川、静かなまち」など良い環境が保たれている
社会の実現

下水道を計画的に整備するとともに、適正な維持管理に努め、接続加入者の増加を目指す。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
身近に自然を感じられる場所が多
くある思う人の割合

86.7% 85.0% 78.9% 23年度 107.7%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
活動を実施する自治会・花の会等
団体数

2 2 3 23年度 66.7%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

パンジー等配布本数 1,408 1,638 2,000 23年度 81.9%

評価担当部・課

建設経済部　農林課

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

市内の緑化活動を通じて、良い環境が保たれるようにする

目的９（総合計画の目的）
「きれいな空気、清らかな川、静かなまち」など良い環境が保たれている
社会の実現

美しい空間環境を創造するため、各種緑化推進事業を実施するとともに、花の会などの団体
への活動支援を行う

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

公園管理は,各担当課が管理をおこなっており、限られて予算で対応している。
花の会のメンバーの勧誘等を広報を通じて行っているが、新規加入者は少ない状況であり、現在登録人
数は、480名である。
緑化事業を行う団体は、現在の2団体（花の会、緑の少年団）以上増やすのは難しい状況であるが、各
自治会、企業等での花壇等の花の植替え等、地域の対応が積極的に行われている。
花の配布事業は、主に学校関係への配布と「おどらざ菊川」での配布（有料）が主であり、毎年行なわ
れており、緑化推進を積極的に進めている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

公園管理をおこなっているのは、農村公園（5箇所）の管理をおこなっている。（都市公園（31箇所）
は都市計画課が管理）緑化事業としての桜の保護と松くい虫対策をおこなっている。農御者の高齢化、
農業よりの離職等が進んでいるのが現状であり、農地の保全が厳しくなってきている。緑化推進事業を
推進する団体は、減少している。花の会のメンバーの高齢化が進んでいる状況がある。総合計画の管理
指標である市民満足度（アンケート結果）については、初年度実績に比較して増加している。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　農林課　農業係　2/3

花の会のメンバーの募集を進める必要があるため、広報、ホームページ等で参加を呼びかけを行い参加
者を増やしていく。配布の花は、花の会で栽培するものや、購入したものの配布であるが、予算の関係
もあり、限られた予算のなかで対応をしていく。自治会、小学校等地域の緑化推進を

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
良い環境が保たれていると思う人
の割合

60.6% 65.5% 54.4% 23年度 120.4%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

適正実施率 100.0% 100.0% 100.0% 21年度 100.0%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

適正実施率 100.0% 100.0% 100.0% 21年度 100.0%

評価担当部・課

建設経済部　農林課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

農地･水環境保全向上対策事業により、地域での農地の保全の動きが活発になってきている。耕作放棄
地等の対策として、地域で市民農園等の動きが始まっており、指導・補助を行っている。森の再生事業
（県事業）を行う地域が増え、里山の再生に向け地元での動きが活発になってきている。有害鳥獣被害
が増えているため、地域での説明会を開き、地元で罠免許の取得と地域の対策について説明会を開催
し、地域の問題として解決を図っている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

農御者の高齢化、農業よりの離職等が進んでいるのが現状であり、農地の保全が厳しくなってきてい
る。事業化されているのは、ため池の保全と里山による森の生成事業（県事業）、農地･水環境保全向
上対策事業、緑化事業としての桜の保護と松くい虫対策を限られた予算のなかでおこなっている。総合
計画の管理指標である市民満足度（アンケート結果）については、初年度実績に比較して増加してい
る。（23年度目標値を超えている）

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　農林課　農業係　3/3

農地･水環境保全向上対策事業、森の再生事業（H27年度まで）、耕作放棄地対策事業（H25年度まで）
について県に積極的な働きかけを行うとともに、地元に対して説明会の開催や支援をおこない地域の保
全について理解を図っていく。

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

自然環境の保全を通じて、良い環境が保たれるようにする

目的９（総合計画の目的）
「きれいな空気、清らかな川、静かなまち」など良い環境が保たれている
社会の実現

自然環境の保全のため、森林の整備を推進するとともに、鳥獣の保護などにも努める

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
資源を大切にする活動が活発であ
ると思う人の割合

88.4% 90.1% 85.3% 23年度 105.6%

環境に対するモラル（道徳）の高
い人が増えていると思う人の割合

56.9% 57.1% 49.9% 23年度 114.4%

地域や学校で、環境保全に対する
活動が活発に行われていると思う
人の割合

63.6% 66.4% 56.6% 23年度 117.3%

市の環境保全に対する取り組みが
十分であると思う人の割合

58.6% 65.1% 56.5% 23年度 115.2%

温室効果ガス排出量削減目標
（Ｈ18年度比）

-5.6% 2.0% 24年度

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
市民1人1日当たりのごみの総排出
量（ｇ）

649 627 649 32年度 96.6%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

ごみの減量化（ｔ） - 8,925 8,689 32年度 102.7%

資源物回収量（ｔ） - 2,316 3,395 32年度 68.2%

生活排水処理率 48.9% 53.5% 80.0% 32年度 66.9%

狂犬病接種率 76.4% 74.6% 100.0% 21年度 74.6%

評価担当部・課

市民生活部　環境推進課

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
より良い環境を将来の世代に受け継いでいくために、循環型社会を目指した生活環
境の保全及び公衆衛生の向上を図る

目的10（総合計画の目的）

環境への負荷の少ない持続的発展が可能な循環型社会の実現

循環型社会を構築するために３アール運動を推進するとともに、水質保全の改善及び愛玩動
物の適正飼育を目指す。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

平成21年度に環境基本計画を策定した。現在はこれに基づき、進行管理（PDCAサイクル）を行ってい
る。また、一般廃棄物処理基本計画の改訂により、目標値の設定を行う。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

「資源を大切にする活動が活発であると思う人の割合」や「市の環境保全に対する取り組みが十分であ
ると思う人の割合」は上昇傾向にあり、一定の市民満足度が得られている。これは古紙の回収拠点設置
等によるものと思われる。「市民一人一日当たりのごみ総排出量」は減少傾向にある。これはごみ分別
の徹底と資源化の推進によるものと思われる。「生活排水処理率」は上昇傾向にある。これは合併浄化
槽の設置補助金交付によるものと思われる。また、地球温暖化防止に向けた取組みは自然エネルギー利
用促進補助事業などを通じて推進している。

関連する業務棚卸表（個表）

市民生活部　環境推進課　環境推進・環境政策係　1/1

引き続き、環境基本計画に基づく進行管理（PDCAサイクル）を推進し、計画の着実な実行を目指す。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
安全・安心で魅力ある農作物が生
産されていると思う人の割合

72.7% 74.8% 71.2% 23年度 105.1%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

認定農業者数（経営体） 260 260 335 23年度 77.6%

担い手への農用地利用集積面積
（ha）

600 764 1,123 23年度 68.0%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

適正実施率 100.0% 100.0% 100.0% 21年度 100.0%

評価担当部・課

建設経済部　農林課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

農地法の改正により、認定農家は、個人は減少となり農業生産法人が増えてくる傾向がある。L資金の
貸付や市が行う農地の斡旋事業をH21年度より積極的に進めている。国が行うリース事業についても、
利用する農家が増えおり、農地の利用集積は、増加している。担い手＝認定農家に限定して、積算をし
ているため、数字上は厳しい数字になっている。国の資金やリース事業は、認定農家でないと利用でき
ないため、農家の認定農家を増やすよう指導・説明を今後も進めていく。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

農業従事者の高齢化、担い手の不足、農産物の価格の低迷等農業をとりまく環境は、年々増えているの
が現状である。その反面農地法の改正が21年12月に行われ、企業が農業に参入することが可能となり、
農業生産法人の増加がある。認定農業者は、平均年齢が高く減少傾向にある。農業生産法人が増えてき
てはいる。担い手への集積は今後も進んでいくと思われるが、景気の状況が改善されないと厳しいもの
がある。総合計画の管理指標である市民満足度（アンケート結果）については、初年度実績に比較して
増加はしている。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　農林課　農業係　1/3

水田の米個別所得補償等については、利用権設定によらないと受けられないため、今後も推進を図って
いく。認定農家でないと、国の資金を利用できないため認定農家への誘導を積極的に進めていく。

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

農業振興を図るとともに、次世代農業を推進する

目的11（総合計画の目的）
農地生産基盤の整備を行うとともに、次世代農業を進め、安心・安全な生
産を行い、消費者から信頼される産地づくりの実現

農業の振興を図るため、優良農地の確保や消費拡大を推進するとともに、担い手の確保・育
成に取り組む

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
安全・安心で魅力ある農作物が生
産されていると思う人の割合

72.7% 74.8% 71.2% 23年度 105.1%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

農道舗装面積 8,219 6,210 6,122 21年度 101.4%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

採択率 69.0% 66.0% 64.0% 21年度 103.1%

評価担当部・課

建設経済部　農林課

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

農業用施設の整備を推進し、農業の振興を図る

目的11（総合計画の目的）
農地生産基盤の整備を行うとともに、次世代農業を進め、安心・安全な生
産を行い、消費者から信頼される産地づくりの実現

農道、用排水路及び農用地の区画整備により生産性の向上を図るとともに、農用地の有効利
用を促進する

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

農業生産基盤の整備については、県と連携を図りつつ、事業内容を精査するとともに、優先順位の高い
事業について本年度の事業費の増額をし、計画どおり完了できるよう進めている。
課題である市内の農業基盤整備水準の検討及び計画については、国の方針が定まらず対策に苦慮してい
る。引き続き国の動向を注視しつつ、長期的な対策として今後も検討していく。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標である市民満足度(アンケート結果)についてはやや増加傾向にある。限られた財源
のなかで、事業を計画的に推進したことにより、年度当初に掲げられた「農道舗装面積」や「採択率」
の目標値についても達成することができたものの、引き続き、効果的に農業生産基盤を整備していく必
要がある。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　農林課　土地改良係　1/1

前年度からの改善措置であるが国、県の農業政策の方針に沿う農業基盤整備水準については大幅な事業
費の減額が見込まれる中、各地区ごとの問題点の分析及び長期的対策の検討、計画が必要なため、それ
ぞれ調査及び概略設計を進め事業実施へ向け県、地元と調整を図る。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
安全・安心で魅力ある農作物が生
産されていると思う人の割合

72.7% 74.8% 71.2% 23年度 105.1%

菊川茶がPRされていると思う人の
割合

58.4% 58.4% 62.6% 23年度 93.3%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
ちゃこちゃんオリジナル茶袋販売
枚数

190,238 205,573 260,000 23年度 79.1%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

茶園管理経営体発足数 1 1 3 23年度 33.3%

評価担当部・課

建設経済部　茶業振興室

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

安全安心の菊川茶生産のために、生産工程管理体制を明文化するＴ－ＧＡＰ制度による認証取得を推進
する。
菊川茶のＰＲ事業については、新たに小学生（4～6年）を対象としたお茶の知識・お茶の淹れ方の実技
を競うｲﾍﾞﾝﾄや、県外から消費者を招き菊川茶のＰＲをする事業、世界お茶まつりへの出展、深蒸し菊
川冷茶を飲もう10,000人キャンペーン等により市内外に向けてＰＲ活動を実施する。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

ポジティブリスト制度施行や産地偽装などの問題から、食の安全の意識が高まるなかで、安全安心の農
業生産は益々重要となってきている。
菊川茶ＰＲに関しては、富士山静岡空港内の呈茶コーナーの活用、国民文化祭開催により従来よりも広
域的なＰＲがされてきているが、数年続いてきた茶価下落が収まらず、茶況は好転していない。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　茶業振興室　茶業振興係　1/1

「安全安心なお茶づくり」取り決め事項による指導を徹底する。また、Ｔ－ＧＡＰ制度による認証取得
工場に関しては、それぞれの生産管理工程に基づく安全安心の菊川茶生産を推進する。
菊川茶のＰＲに関しては、今年度の実績、効果を確認する中で新たなＰＲ事業を展開する。

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
菊川市の基幹産業である菊川茶の名声を高めるため、消費拡大事業に取り組むとと
もに、茶業の安定と発展に努める

目的11（総合計画の目的）
農地生産基盤の整備を行うとともに、次世代農業を進め、安心・安全な生
産を行い、消費者から信頼される産地づくりの実現

安定的な茶業の振興を図るため、茶生産経営体育成の推進

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
魅力と活気のある商店街があると
思う人の割合

18.6% 19.3% 29.7% 23年度 65.0%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

小売業年間販売額（億円） 441.7 441.7 481.5 23年度 91.7%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
地元購買率
（平成18年度調査）

47.2% 47.2% 55.0% 23年度 85.8%

評価担当部・課

建設経済部　商工観光課

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

地元及び他市からの購買率を向上させることにより商業の活性化を図る

目的12（総合計画の目的）

市内に魅力と活気がある商店街があふれている状態

商工会や地域の商店街と連携を図り、既存商業の活性化や新商業集積の形成を図る

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

既存商店街については、商工会と連携し組合の組織強化や個店の経営改革に向けた育成支援を目指す。
商工会館建設を契機に商工会、観光協会、地域団体等が共同し、定期的なイベント、物産展を開催し、
地場産品の販売促進など地域経済の活性化を支援する。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

商店街組合も商工会と連携し夜店市や歳末スタンプラリーなど集客事業を実施しているが、目立った効
果は見られない。また、補助金の見直しによる駅南商店街組合及び連絡協議会への補助金が平成21年度
をもって廃止した。
緊急経済対策事業としてプレミアム商品券を２回発行し数日で完売した。商品券の利用状況も順調で、
大型店での利用が多かったものの、２億円余りが市内で消費されたことは大きな経済効果があったもの
と思われる。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　商工観光課　商工係　1/3

引続き、既存商店街については、商工会と連携し組合の組織強化や個店の経営改革に向けた育成支援を
すると共に、商店街の活性化と地域のにぎあいの形成のために、空き店舗等を活用した新たな事業展開
の検討を行う。
また、地域経済の活性化のため商工会、観光協会、地域団体等が共同し、定期的なイベントや物産展を
開催し、地場産品の販売促進などを今後も支援する。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
企業進出が多く、働く場所が充分
にあると思う人の割合

29.5% 28.3% 31.5% 23年度 89.8%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

製造品出荷額（億円） 2,907 2,929 2,900 23年度 101.0%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

製造事業所数 188 228 190 23年度 120.0%

評価担当部・課

建設経済部　商工観光課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

経済不況により企業の体力は減少し、新たな企業進出に二の足を踏む状態である。高価な用地の需要は
低下傾向にあり、遊休地及び企業撤退跡地など安価な用地に注目が集まると思われる。引き合いの少な
いこの時期に新たな用地情報に努める必要がある。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

平成２０年秋以降の経済不況により、市内各企業においても多大な影響が出ている。ミクロ菊川は企業
解散、ミクニパーテック、ミツバ、ちば製作所は事業所閉鎖、その他の企業も大変厳しい経営状況であ
る。平成２１年夏以降、回復傾向は見られるものの以前として企業及び従業員の不安は大きい。企業進
出においては、現在においても非常に少ない状況である。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　商工観光課　商工係　2/3

引続き、遊休地及び企業撤退跡地など安価な用地情報の提供に努めると共に、企業誘致を目指して、市
内経済の安定と活性化に繋げていく。

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

工業振興を図るため、企業誘致を推進するなど、市内の経済の活性化を目指す

目的13（総合計画の目的）
企業誘致・新産業の創出など工業が発展し、市内経済の安定と活性化が図
られている状態

宣伝活動や進出企業に対する支援を行うなど企業誘致の推進を図る

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
たくさんの観光客が訪れていると
思う人の割合

14.8% 13.5% 13.8% 23年度 97.8%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

観光交流客数 266,286 266,229 277,000 23年度 96.1%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
菊川市観光イベント
｢ODORA THE 菊川｣来場者数

12,000 13,000 15,000 23年度 86.7%

評価担当部・課

建設経済部　商工観光課

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
空港周辺地域の観光資源の発掘及びﾈｯﾄﾜｰｸ化と情報発信を図り、交流人口の増加に
つなぐ。

目的14（総合計画の目的）

観光交流が持続的に拡大する魅力ある地域づくりの実現

観光協会と連携しイベントを開催するなど観光振興・誘客を図るとともに、市外への情報発
信の場とする。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

  静岡空港を核として組織されている周辺９市町の観光振興研究会では、空港就航先の韓国(仁川)、北
海道、福岡、小松(金沢)において地場産品、観光のＰＲ活動などを積極的に実施した。また、周辺市町
が連携し新たな観光資源の発掘や広域的な観光、宿泊ルート作りの研究にも取り組んでいる。
　小菊荘については、４月より指定管理者による運営管理が開始され、経費の節減、市民サービスの向
上、利用促進及び地域経済の活性化を目指している。また、隣接の蓮池公園、小菊荘グラウンドの施設
管理も指定管理者に一括委託し、小菊荘の利用拡大にもつながるものと期待する。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

　景気低迷が続く中、観光客・宿泊利用者など市内の観光産業への影響は厳しい現状にあり、観光交流
客数にも変化が表われている。また、静岡空港も開港後１年が経過し、全国の地方空港の厳しい現状の
なかで利用促進等に取り組み目標には達しなかったものの成果をあげているが、周辺地域への目立った
影響はまだ見られない。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　商工観光課　観光係　1/1

　広域的な連携の強化を図るため、静岡空港を核として組織された周辺９市町の観光振興研究会による
新たな観光資源の発掘や広域的な観光ルート作りを検討する。また、各種キャンペーン等を活用した観
光ＰＲ活動にも積極的に取り組み、観光交流客数の増加を目指す。
　小菊荘については、指定管理者による施設の適正な運営管理を注視し、利用促進を支援する。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
調和のとれた土地利用が進められ
ていると思う人の割合

46.2% 48.2% 38.2% 23年度 126.2%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

適正実施率 100.0% 100.0% 100.0% 21年度 100.0%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

適正実施率 100.0% 100.0% 100.0% 21年度 100.0%

評価担当部・課

総務企画部　企画政策課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

　保全と活用の区域を明確にするとともに、自然環境と都市機能が調和した土地利用を推進するため、
開発行為の指導・許可などについて、都市計画課と企画政策課の両課で、各種法制度の適切な運用を図
るなど共同して土地利用対策に取り組んでいる。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

　H21年1月に策定された菊川市国土利用計画に沿って土地利用を進められるよう、庁内各課と調整協議
を行っている。その結果、調和のとれた土地利用が進められていると思う人の割合は増加傾向にある。
しかしながら、耕作放棄地の増加、良好な林地の保全・管理などが困難な状況において、農業地域では
点在的な土地の利用転換が行われ、用途地域の活用が進まず、適切な土地利用の傾向が図られない傾向
にある。また、今後、菊川駅北部や掛川浜岡線バイパス周辺部の土地利用転換事業が予測されることか
ら、充分な協議調整が必要となっている。

関連する業務棚卸表（個表）

総務企画部　企画政策課　企画係　3/8

　引き続き、市内の均衡ある発展と都市機能と自然環境が共生するまちを目指すため、各種法制度の適
切な運用を図りつつ、自然環境を保全する区域と市街地や地域活性化等に活用する区域など土地利用計
画を策定し、調和の取れた土地利用の誘導を図ることに努める。また、事務の効率化のため、都市計画
課と企画政策課が担っている土地利用対策の事務を一元化するよう検討を進めていく。

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

適正な土地利用を推進し、調和のとれた土地利用の誘導を図る

目的15（総合計画の目的）

市内の均衡ある発展と都市機能・自然環境が共生する社会の実現

土地利用に関する課題の検討をするとともに、各種法制度の運用により、適正な土地利用を
推進する。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
調和のとれた土地利用が進められ
ていると思う人の割合

46.2% 48.2% 38.2% 23年度 126.2%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

適正実施率 100.0% 100.0% 100.0% 21年度 100.0%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

適正実施率 100.0% 100.0% 100.0% 21年度 100.0%

評価担当部・課

建設経済部　都市計画課

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

各種法制度の適切な運用を図り、都市機能と自然環境が共生するまちづくりを行う

目的15（総合計画の目的）

市内の均衡ある発展と都市機能・自然環境が共生する社会の実現

都市機能と自然環境が共生するまちづくりを推進するため、法に基づき開発行為申請等に対
する審査・指導を行う

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

保全と活用の区域を明確にするとともに、自然環境と都市機能が調和した土地利用を推進するため、開
発行為の指導・許可などについて、各種法制度の適切な運用を図っている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標である市民満足度(アンケート結果)については、増加傾向にある。しかし現状で
は、耕作放棄地の増加、良好な林地の保全・管理などが困難な状況において、農業地域では点在的な土
地の利用転換が行われ、用途地域の活用が進まず、適切な土地利用の傾向が図られない傾向にある。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　都市計画課　都市計画係　3/3

引き続き、市内の均衡ある発展と都市機能と自然環境が共生するまちを目指すため、各種法制度の適切
な運用を図りつつ、自然環境を保全する区域と市街地や地域活性化等に活用する区域など土地利用計画
を策定し、調和の取れた土地利用の誘導を図ることに努める。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

駅やインター周辺、下平川周辺地
区などの市街地がにぎわっている
と思う人の割合

33.3% 33.6% 27.6% 23年度 121.7%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

適正実施率 100.0% 100.0% 100.0% 21年度 100.0%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

適正実施率 100.0% 100.0% 100.0% 21年度 100.0%

評価担当部・課

建設経済部　都市計画課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

各種計画を策定する段階から関係市民との協働による検討を行いながら、菊川市のイメージ向上につな
がる地域づくりを推進するとともに、計画の策定を進めている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標である市民満足度(アンケート結果)については、初年度実績と比較すると増加して
いる。しかし現状では、市内の均衡ある発展と活性化を目指し、住環境や生活環境、防災機能の向上を
含めた計画づくり、拠点性のある市街地形成や景観形成を図りつつ、都市機能の誘導を図ることが求め
られている。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　都市計画課　都市計画係　1/3

引き続き、各種計画の策定を進めるとともに、条例等に基づく申請許可について迅速且つ正確に処理す
る。

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
菊川市の均衡ある発展と活性化を目指し、都市機能と自然環境が共生したまちづく
りを行う。

目的16（総合計画の目的）
都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、菊川市の均衡ある発展と公共の
福祉の増進に寄与する

都市計画審議会など各種計画の策定を進めるとともに、条例等に基づく申請許可について迅
速且つ適正に処理する

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

駅やインター周辺、下平川周辺地
区などの市街地がにぎわっている
と思う人の割合

33.3% 33.6% 27.6% 23年度 121.7%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

朝日線整備率 69.0% 81.0% 100.0% 24年度 81.0%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

潮海寺狭隘道路整備率 38.1% 41.0% 36.8% 21年度 111.4%

評価担当部・課

建設経済部　都市計画課

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

平成21年度をもって潮海寺地区は、まちづくり交付金による第一期整備計画が完了したが、まだ多くの
地区計画路線に未整備箇所があり、地区全体としての指標が十分発揮されていない。
JRとの工事協定書に基づく用地の精算が残っており、平成23年度内に用地の精算を進める。
朝日線の本線の施工については、平成24年度末を目標に早期供用開始出来るよう進めていく。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

平成17年度に計画した6路線L=733mの整備については予定どおり整備され、実績としては10路線
L=1,124mの道路整備を完了した。
JR朝日線こ道橋新設に伴う協定は平成21年度をもって完了し、軌道敷直下の躯体の築造は概ね完了し
た。
総合計画に管理指標である市民満足度(アンケート結果)については、初年度実績と比較するとやや増加
している。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　都市計画課　都市整備係　2/2

街路朝日線事業は、平成24年度末の供用開始に向けて整備を進めます。

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

中心市街地の都市機能更新と高度利用によって、活性化した都市空間にする。

目的16（総合計画の目的）
都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、菊川市の均衡ある発展と公共の
福祉の増進に寄与する

活性化した都市空間づくりのため、各種計画を策定するとともに、まちづくり交付金事業や
街路朝日線事業を実施する。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

駅やインター周辺、下平川周辺地
区などの市街地がにぎわっている
と思う人の割合

33.3% 33.6% 27.6% 23年度 121.7%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
土地区画整理面積（完了面積
ha）

125.2 125.2 138.8 23年度 90.2%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

土地区画整理進捗率（駅南） 98.0% 99.0% 100.0% 23年度 99.0%

土地区画整理進捗率（宮の西） 74.0% 82.0% 100.0% 26年度 82.0%

評価担当部・課

建設経済部　都市計画課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
中心市街地の都市機能更新と高度利用及び新たな市街地形成と住環境整備を推進
し、活性化した都市空間と都市機能の高度化を図る

目的16（総合計画の目的）
都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、菊川市の均衡ある発展と公共の
福祉の増進に寄与する

まちの拠点環境の整備を推進するため、ＪＲ菊川駅周辺地区及び東名菊川ＩＣ周辺地区の整
備を実施する

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

事業計画との整合を図り事業の早期完了を目指すなか、駅南地区については、建物移転補償と換地処分
の準備作業を進めている。また、宮の西地区については、埋蔵文化財調査を早期に完了させ基盤整備を
推進するとともに、保留地販売を促進し組合の安定的な財源確保に努めている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

「駅やインター周辺、下平川周辺地区などの市街地がにぎわっていると思う人の割合」は、やや増加傾
向にある。これは、駅南区画整理の基盤整備がほぼ完了したことと、宮の西地内の掛浜バイパス沿道に
商業集積が図られ、利便性と賑わいが高まったことによるものであると考える。今後はさらに市民満足
度を高めるためには、昨年度供用開始した駅南の本通り線を中心とした商業の活性化が課題であると考
える。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　都市計画課　区画整理係　1/1

引き続き、事業計画との整合性を図りながら、駅南地区の事業完了に向け事業を推進するとともに中心
市街地の活性化を目指し、宮の西地区についても事業の早期完了を目指す。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
市内外への移動に不満を感じてい
ない人の割合

61.2% 66.1% 58.7% 23年度 112.6%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

市道整備率 30.0% 30.3% 32.0% 21年度 94.7%

市道舗装整備率 70.1% 70.4% 71.0% 21年度 99.2%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

掛浜バイパス進捗率 21.0% 30.4% 30.0% 24年度 101.3%

公文名富田線進捗率 95.0% 100.0% 100.0% 26年度 100.0%

評価担当部・課

建設経済部　建設課

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

緊急経済対策事業により今まで事業進捗が遅れていた市道牛渕谷田部線道路改良や市道赤土線歩道整
備、市道内田加茂線歩道設置、横地本線歩道橋設置、公文名富田線改良工事が進めらている。また、生
活道路について地元調整を早期に行い整備を進めている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

「市内外への移動に不満を感じていない人の割合」が増加傾向にある。これは、県道改良が進んできて
いることから、人や物の交流が活性化していること、市道公文名富田線の計画区間完成によるもの、舗
装改築により走行性が向上した結果と考える。また、市道における円滑な交通体系の確立を目指し、限
られた財源のなかで計画的に整備を進めているが、市道整備率及び舗装整備率においては目標達成は難
しいと考える。なお、主要事業である掛川浜岡線バイパス事業においては整備が順調に進んでいる。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　建設課　整備係　1/3

引き続き、主要事業である掛川浜岡線バイパス事業については整備目標年度に完成するよう関係機関と
調整を行いつつ、整備を進めていく。なお、生活道路についても、必要な整備を進め、円滑な交通体系
の確立を目指す。

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
円滑な交通体系を確立するとともに、市民誰もが安全に安心して快適な移動ができ
るようにする

目的17（総合計画の目的）
市内外へのアクセスを容易にすることで、円滑な交通体系を確立するとと
もに、人や物の交流を活性化させる

人や物の交流を活性化させるため、市内外のアクセス道路としての役割を果たす幹線道路の
整備を促進するとともに、日常生活の安全性や利便性の向上を図るため、生活道路について
も整備する

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的

42



目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
公園、緑地が整備されており、市
民の憩いの場となっている割合

61.1% 58.8% 58.5% 23年度 100.5%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

都市公園整備率 56.1% 56.1% 59.2% 23年度 94.8%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

自治会管理委託公園数 11 11 12 23年度 91.7%

評価担当部・課

建設経済部　都市計画課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

市民が安全で利用しやすい環境を維持するために適正な公園管理を推進する。

目的18（総合計画の目的）
市民のやすらぎの場であるとともに、都市の景観向上スペースとしての役
割を担う公園づくり

地域団体等との協働により適切な維持管理を継続する。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

　都市公園29箇所のうち19公園が地域に密着した街区公園である。現在、公園施設の実態調査を実施し
ており、施設管理の適正化を図り、19公園を最寄の自治会に一部管理委託することを目指し、効果的な
手法について自治会と検討して行く。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

　条例で位置づけされている市内38公園について、適正な管理を実施するとともに、自治会への一部管
理委託等の効果的な管理手法の検討を行う。
  総合計画の管理指標である市民満足度(アンケート結果)については、初年度実績と比較するとやや増
加傾向にある。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　都市計画課　都市整備係　1/2

　引き続き、地域住民の理解と協働による公園管理体制の確立を図るために、自治会等への支援方法の
検討を行う。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

市内交通事故件数 369 395 343 23年度 86.8%

交通安全対策が充実し、安全に道
路を通行できると思う人の割合

53.8% 57.6% 52.4% 23年度 109.9%

防犯対策が充実し安心であると思
う人の割合

57.7% 60.7% 52.9% 23年度 114.7%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

交通安全教室受講者数 6,498 6,683 適正処理 21年度 ー

街頭犯罪認知件数 252 201 239 23年度 84.1%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

交通安全教室開催回数 48 52 適正処理 21年度 ー

防犯灯設置箇所数(市設置全体数) 366 442 適正処理 21年度 ー

評価担当部・課

総務企画部　安全課

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

　防犯まちづくり条例を制定し、防犯意識の高揚のための啓発活動、犯罪発生情報の提供、市民の安全
を確保するための防犯灯の設置などの環境整備を実施するとともに、地域防犯組織等による地域防犯活
動を推進している。
　また、多発する交通事故を防止するため、交通安全会・交通指導隊などが中心となり高齢者移動交通
教室、プロに学ぶセーフティー体験講座等の交通安全活動を実施している。
　市民の交通安全・防犯意識が高揚、向上するよう、関係機関が連携協力した安全安心まちづくり市民
大会（12月11日開催予定）を開催し、安全に暮らせる社会の実現を目指していく。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

　近年の犯罪の特徴は、凶悪化や広域化、複雑化しており、、犯罪の未然防止を警察だけに頼るのは困
難さが増している。このため、市民・行政・警察が連携、協力するとともに、市民一人ひとりが、「地
域の安全は地域で守る」という防犯意識の高揚が必要である。
　また、高齢者や子供の自転車等の事故が増加傾向にあるため、継続的な事故防止活動に努めている。

関連する業務棚卸表（個表）

総務企画部　安全課　交通防犯係　1/1

　引き続き防犯意識の高揚のための啓発活動や犯罪発生情報の提供、市民の安全を確保するための環境
整備などを実施するとともに、地域防犯組織等による防犯活動の協力を地域にお願いし市内全域に広げ
ていく。、
　また、交通安全活動団体と連携し街頭指導や交通教室の開催などの交通安全活動を一層活発化し、市
民の交通安全意識・防犯意識の高揚を図り、市民が安心して安全に暮らせるまちづくりを目指す。

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

交通安全対策を充実させるとともに、防犯体制を強化する

目的19（総合計画の目的）
市民の交通安全意識の高揚や防犯意識の向上などにより、安全に暮らせる
社会の実現

市民が安心して安全に暮らせる「まちづくり」を目指し、交通安全会や交通指導員活動など
による交通事故の防止、防犯パトロールや夜間防犯灯の設置などによる街頭犯罪の抑止を図
る

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

市内交通事故件数 369 395 343 23年度 115.2%

交通安全対策が充実し、安全に道
路を通行できると思う人の割合

53.8% 57.6% 52.4% 23年度 109.9%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
採択率
（施行箇所／要望箇所）

81.6% 56.0% 60.0% 21年度 93.3%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

実施率 100.0% 100.0% 100.0% 21年度 100.0%

評価担当部・課

建設経済部　建設課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

道路を安全に通行することができるようにするため、交通安全対策を充実させる

目的19（総合計画の目的）
市民の交通安全意識の高揚や防犯意識の向上などにより、安全に暮らせる
社会の実現

交通事故を未然に防止するため、カーブミラーや区画線等を効果的に設置する

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

高齢者による事故防止のため市内の区画線や矢印等が消えている箇所を引き直しをしている。また、道
路の縁石部には反射材や自発光式反射材を設置して夜間でも縁石がわかるように対策をしている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

市内での交通事故件数は前年に比べ増加している。事故の内容を精査し安全に暮らせる社会の実現に向
けて交通安全対策の強化を図る。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　建設課　整備係　2/3

交通事故件数を減らすため、事故内容を精査して道路に起因するものを改善していく。また、道路標識
や区画線の設置、車両の速度を減速させる表示を行い、安全に走行する働きかけをする。歩行者の安全
確保のため通学路にはグリーンベルトなどの表示を行い車両に注意を促す。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

移動が困難な人に配慮した交通手
段が確保されていると思う人の割
合

43.5% 43.5% 47.2% 23年度 92.2%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

路線系数 2 2 2 21年度 100.0%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 適正処理

評価担当部・課

総務企画部　総務課

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

牧之原市・島田市・菊川市の３市による連絡調整会議を定期的に開催し、利用実績をもとに一部運行時
間の見直しを図った。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標である市民満足度（アンケート結果）については、前年度と同じ結果であった。今
後も利用者の利便性を考慮した運行を更に展開していく必要がある。

関連する業務棚卸表（個表）

総務企画部　総務課　行政係　2/3

牧之原市・島田市・菊川市の３市による連絡調整会議を次年度も定期的に開催し、利用実績をもとに運
行形態の見直しを図っていく。

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

交通サービスの利便性向上のため、生活交通を確保する

目的20（総合計画の目的）
交通空白・不便地域がある程度解消され、交通サービスを誰もが利用しや
すい社会の実現

生活交通の確保のため、各種対策協議会に参加するとともに、路線バス事業者に対し、不採
算路線の運行によって生じた経常欠損額等の補助などを行う。

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

平均利用者数（1日） 131.7 127.1 140.0 23年度 90.8%

移動が困難な人に配慮した交通手
段が確保されていると思う人の割
合

43.5% 43.5% 47.2% 23年度 92.2%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

平均利用者数（1便） 4.4 4.2 4.7 23年度 89.4%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

年間利用者数 32,000 30,633 34,000 23年度 90.1%

評価担当部・課

市民生活部　地域支援課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
コミュニティバスを運行し、公共交通空白域に居住する市民の足の確保と利便性向
上を図る。また、市民交流の促進や移動制約者の外出支援を図る。

目的20（総合計画の目的）
交通空白・不便地域がある程度解消され、交通サービスを誰もが利用しや
すい社会の実現

コミュニティバスを運行するとともに、これに伴う管理運営、利用者拡大、運行見直しを実
施する

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

平成２１年５月より開始したフリー降車区間をさらに拡大するとともにフリー乗車区間を新たに設置し
さらなる利便性向上を目指している。庁舎内検討委員会を立ち上げ平成２４年度以降の公共交通の再構
築を図っている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

公共交通空白区域の市民の移動手段を確保するコミュニティバス運行事業は、４．３％減となったが今
年度はバス時刻表の変更を最小限にし、一部区間においてフリー乗車できるように変更した結果現時点
で一日平均利用者数は約１４０人(平成22年9月末現在)で推移している。

関連する業務棚卸表（個表）

市民生活部　地域支援課　地域振興係　2/2

庁舎内検討委員会での結果を公共交通会議等に図り、平成２４年度以降の公共交通について方針を決定
する。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
まち全体の防災体制が強化されて
いると思う人の割合

51.2% 54.9% 50.0% 23年度 109.8%

被災時に有効に機能する自主防災
組織が組織されていると思う人の
割合

60.3% 63.2% 58.1% 23年度 108.8%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

防災訓練に参加する人の割合 22.7% 23.7% 24.0% 23年度 98.8%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

防災訓練(12月)参集率(30分以内) 45.0% 88.0% 50.0% 21年度 176.0%

評価担当部・課

総務企画部　安全課

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

　昨年度立ち上げた各所属防災担当者会議は、今年度は既に２回開催し、各所属による訓練の実施に向
け進んでおり、災害時における役割の再確認と防災意識の高揚が図られている。また、掲載内容が古
く、旧町ごとに作成されていた防災マップについては、委託業務の発注を済ませ、各所属防災担当者や
関係各課等と調整、協議し、市民に分かりやすいものを現在作成中である。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

　昨年８月に発生した駿河湾を震源とする地震発生から１年が経過し、発災後、防災に対する関心が高
まっているが、一時的なものとならないよう、市民に対し、継続的な各種防災情報等の提供、周知が必
要と考える。

関連する業務棚卸表（個表）

総務企画部　安全課　防災係　1/1

　引き続き、市民の防災意識を高めるよう、自主防災会、防災指導員等と連携、強化を図り、情報提供
をしていく。また、防災講演会等も引き続き開催し、各種防災情報を発信し、周知していく。

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

市民の防災意識の高揚が図られ、自主防災組織などの育成・強化がされる

目的21（総合計画の目的）
市民の生命と財産を守るため、地震などの災害被害の軽減が図られる社会
の実現

災害時に備えた危機管理体制の整備や防災資機材の充実を進め、市民の防災意識の高揚と自
主防災組織の育成強化に努める

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
まち全体の防災体制が強化されて
いると思う人の割合

51.2% 54.9% 50.0% 23年度 109.8%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

水害による人的被害者数 0 0 0 23年度 ー

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

適正実施率 100.0% 100.0% 100.0% 21年度 100.0%

評価担当部・課

建設経済部　建設課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

災害被害の軽減を図るため、河川管理を充実させる

目的21（総合計画の目的）
市民の生命と財産を守るため、地震などの災害被害の軽減が図られる社会
の実現

災害時に備え、河川に設置されている樋管等の管理を行うとともに、国・県管理河川の事業
推進のための調整を図り、災害被害の軽減を図る

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

地域住民からの情報や要望を積極的に国や県に要望している。また、緊急時に迅速な対応ができるよう
樋門樋管の操作や管理を地域住民の方々にお願いし、連携を図っている。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

市内を流れる河川の主なものは、1級河川菊川とその支川で構成されており、国管理区間と県管理区間
が存在し、県管理河川上流部を市が管理してる状況である。管理においては、国の直轄区間では、日常
的にパトロールが行われ管理されているが、それ以外の区間においては、地元住民による情報や陳情に
頼っている状況である。また、樋門樋管の管理とも国や県は市に委託を行い、市は、地域住民の方々に
操作等の管理をお願いしている。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　建設課　管理係　2/2

引き続き、地域住民からの情報や要望を積極的に国や県に要望していく。また、現状の樋門樋管の管理
制度を維持していくとともに、リバーフレンドシップ等を推進して河川環境の維持にも努めていく。

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
まち全体の防災体制が強化されて
いると思う人の割合

51.2% 54.9% 50.0% 23年度 109.8%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

水害による人的被害者数 0 0 0 21年度 100.0%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

適正実施率 100.0% 100.0% 100.0% 21年度 100.0%

評価担当部・課

建設経済部　建設課

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

県管理河川である西方川改修工事の調整や市単独河川改修工事など市民の安心安全を図るための事業を
計画的に推進している。なお、地域に密着した水路や河川の改修についても、限られた財源のなかで、
計画的に推進している。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

「まち全体の防災体制が強化されていると思う人の割合」については、増加傾向にある。しかし、河川
に関する現状を鑑みれば、河川整備計画や近年増加しているゲリラ豪雨等に対する対策の検討推進が必
要であると考える。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　建設課　整備係　3/3

島の川や奈良野排水対策について早期に対応をはかる。また、ゲリラ豪雨対策について国、県から情報
を集め、近隣市などの対策状況を収集し、河川への雨水流入を抑制するための補助要綱について検討す
る。

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）
河川の整備を進め、防災対策の充実を図るとともに、災害時における復旧工事など
迅速な対応をする

目的21（総合計画の目的）
市民の生命と財産を守るため、地震などの災害被害の軽減が図られる社会
の実現

市の管理河川を整備するとともに、災害時における迅速な対応を実施する

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

手段

手段 目的

目的
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目的（総合計画）の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度
まち全体の防災体制が強化されて
いると思う人の割合

51.2% 54.9% 50.0% 23年度 109.8%

任務目的の成果指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

耐震化実施率 32.7% 33.9% 34.1% 21年度 99.4%

業務概要の活動指標 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 目標値 期限 達成度

広報紙掲載回数 1 1 1 21年度 100.0%

評価担当部・課

建設経済部　都市計画課

取
り
組
ん
だ
業
務
の
成
果

目
的

任務目的（係の目的であり、総合計画の目的を達成するための手段）

建築及び都市の安全性が確保されるとともに、生活環境が整備されるようにする

目的21（総合計画の目的）
市民の生命と財産を守るため、地震などの災害被害の軽減が図られる社会
の実現

市民の安全確保のため、建築物の耐震化等を推進する

業務概要（任務目的を達成するための業務（手段）の概要）

【評価③】平成23年度の取組（「ＰＤＣＡ」の「Ａ（改善）」に該当）

【評価②】平成22年度の取組（前年度からの改善措置を踏まえて）

建築及び都市の安全性を確保するため、耐震事業(ＴＯＵＫＡＩ－０事業等)について広報紙に掲載する
など、市民への積極的な情報提供を行いながら、建築物の耐震化等を推進している。

評
価
（
プ
ロ
セ
ス
評
価
）

【評価①】平成21年度実績を分析（「ＰＤＣＡ」の「Ｃ（評価）」に該当）

総合計画の管理指標である市民満足度(アンケート結果)については、増加傾向にある。これは、昨年度
発生した駿河湾沖地震により、市民の防災への意識が高まった結果と考える。現状では、昨年度の地震
の影響を受け、耐震事業(ＴＯＵＫＡＩ－０事業等)への関心が高まっている。

関連する業務棚卸表（個表）

建設経済部　都市計画課　都市整備係　2/3

引き続き、市民への積極的な情報提供等により、耐震事業を推進し、耐震化実施率を向上させながら、
災害による被害の軽減を目指す。

手段

手段 目的

目的
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